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1．はじめに

　2020 年以降の COVID-19 感染拡大による急激な観光・宿泊需要の減退によ

り、2020 年 4 月から宿泊事業は深刻な影響を受けることになった。感染拡大

以前の宿泊事業、特に宿泊特化型ホテルは、低価格で高い顧客満足を獲得して

いたが、その要因は企業の経営形態・運営方式や個々のサービス提供の諸活動

が、企業全体で複雑で無駄なく、一貫性のあるシステムを構築していたからで

ある。ただし、COVID-19 感染拡大によって需要側の行動変容が非常に大きく、

この環境下で比較的に高い業績を保つことができた宿泊事業は、ほとんど存在

していない。

　本稿では、外部環境が大きく変化した際にどのような企業戦略が業績を残す

ことができたのかを明らかにすることを目的とする。本稿の構成としては、第

2 章では、COVID-19 感染拡大による宿泊需要への影響を需要サイドである宿

泊者行動と供給サイドである宿泊を主要事業とする企業の経営指標から確認す

る。また、第 3 章では、感染拡大以前に売上高が右肩上がりだった宿泊特化型

ホテルの競争優位性をアクティビティ・システムにより可視化している。さら
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に、第 4 章においては、感染拡大により外部環境が大きく変化したにも関わら

ず、業績を保つことができた AB ホテルの強靭な宿泊事業の競争優位性を明ら

かにする。

2．COVID-19 感染拡大による宿泊需要への影響

2.1　感染拡大期間における宿泊需要の変化

　COVID-19 感染拡大により観光・宿泊需要が停滞することになるが、宿泊

旅行に関して最も影響が大きかったのが、新型コロナウイルス感染症緊急事態

宣言（2020 年 4 月 7 日発出）である。また、感染が一時的に収束する時期に

観光需要喚起を目的としたサービス産業消費喚起事業（Go To トラベル事業）

が実施されることもあったが、感染の再拡大のために停止措置になり、宿泊需

要は停滞し続けていた。

　このような宿泊需要の変化は、図 1 の 2019 年を感染拡大前の水準として、

図１ 延べ宿泊者数の推移（ 2019 年 ・ 2020 年 ・ 2021 年 ・ 2022 年 ）
資 料 ） 国 土 交 通 省 観 光 庁 『 宿 泊 旅 行 統 計 調 査 』 を も と に 筆 者 作 成 。
注 １ ） 2019 年 1 月 か ら 2021 年 12 月 の 延 べ 宿 泊 者 数 は ， 年 の 確 定 値 。
注 ２ ） 2022 年 1 月 か ら 12 月 の 延 べ 宿 泊 者 数 は ， 年 の 速 報 値 。

2.2 需 要 消 失 期 間 に お け る 宿 泊 旅 行 者 の 消 費 行 動 の 比 較

感 染 拡 大 と い う 外 部 環 境 の 変 化 に よ っ て ， 延 べ 宿 泊 者 数 は 大 き な 影 響 を 受 け

た が ， 宿 泊 者 の 消 費 行 動 に も 影 響 を 与 え て い る 。 た だ し ， 政 府 に よ る 需 要 喚 起

政 策 等 に よ っ て も 消 費 行 動 は 影 響 を 受 け て い る た め ， こ の 点 つ い て は 注 意 が 必

要 で あ る 。

図 ２ は ，2019 年 を 基 準 年 と し た 2022 年 の 宿 泊 旅 行 者 の 品 目 別 旅 行 消 費 額 の

変 化 率 で あ る 。 こ の 図 か ら ， 宿 泊 費 に 関 し て は 2022 年 01 月 か ら 03 月 の 四 半

期 を 除 け ば 2019 年 の 水 準 に ま で 回 復 し て い る こ と が 確 認 で き る 。特 に 2022 年

10 月 か ら 12 月 の 四 半 期 は ，宿 泊 費 ，買 物 代 ，飲 食 費 ，娯 楽 等 の 各 品 目 が 2019

年 の 水 準 を 大 き く 超 え て い る が ， こ の 要 因 と し て は 感 染 症 の 収 束 だ け で な く ，

全 国 旅 行 支 援 が 2022 年 10 月 以 降 に 実 施 さ れ た こ と が 考 え ら れ る 。た だ し ，感

染 症 予 防 と し て 団 体 旅 行 や 公 共 交 通 機 関 の 利 用 が 避 け ら れ て い る こ と か ら ， 交

通 費 と 参 加 費 は 2019 年 の 水 準 ま で は 回 復 し て い な い 。

本 稿 で の 宿 泊 事 業 を 主 要 事 業 と す る 各 企 業 の 経 営 指 標 は ， 基 本 的 に は 4 月 1

資料）国土交通省観光庁『宿泊旅行統計調査』をもとに筆者作成。

注 1 ）2019 年 1 月から 2021 年 12 月の延べ宿泊者数は、年の確定値。

注 2 ）2022 年 1 月から 12 月の延べ宿泊者数は、年の速報値。

図 1　延べ宿泊者数の推移（2019 年・2020 年・2021 年・2022 年）
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2020 年、2021 年、そして 2022 年の延べ宿泊者数の推移によって確かめること

ができる。感染拡大期間における宿泊需要が最も停滞したのが、新型コロナウ

イルス感染症緊急事態宣言の期間中である 2020年 4月と 5月1）になる。その後、

国内の延べ宿泊者数は 2020 年と 2021 年には多少回復するものの低調なままで

ある。ただし、2022 年の 10 月以降になると延べ宿泊数は感染拡大前の水準に

まで回復している。

2.2　需要消失期間における宿泊旅行者の消費行動の比較

　感染拡大という外部環境の変化によって、延べ宿泊者数は大きな影響を受け

たが、宿泊者の消費行動にも影響を与えている。ただし、政府による需要喚起

政策等によっても消費行動は影響を受けているため、この点ついては注意が必

要である。

　図 2 は、2019 年を基準年とした 2022 年の宿泊旅行者の品目別旅行消費額の

変化率である。この図から、宿泊費に関しては 2022 年 01 月から 03 月の四半

期を除けば 2019 年の水準にまで回復していることが確認できる。特に 2022 年

10 月から 12 月の四半期は、宿泊費、買物代、飲食費、娯楽等の各品目が 2019

年の水準を大きく超えているが、この要因としては感染症の収束だけでなく、

全国旅行支援が 2022 年 10 月以降に実施されたことが考えられる。ただし、感

染症予防として団体旅行や公共交通機関の利用が避けられていることから、交

通費と参加費は 2019 年の水準までは回復していない。

　本稿での宿泊事業を主要事業とする各企業の経営指標は、基本的には 4 月 1

日から 12 月 31 日までの四半期報告書のデータを用いている。理由としては、

図 2 で確認できるように 2022 年 01 月 -03 月期の宿泊費においては需要側の減

少幅が大きく、1 年間でのデータとしては利用することが困難になっているた

めである。宿泊費に限定すれば、01 月 -03 月期を外すことで 2022 年は、2019

年の水準にまで回復したと考えることができるようになる。
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2.3　COVID-19 感染拡大における宿泊事業への影響

　COVID-19 感染拡大の各業界への影響に関しては、伊藤（2021, pp. 21-22）

が 14 業界を対象にしてまとめている。分析結果の特徴としては、娯楽施設や

航空業界が売上高の約 5 割、ホテルや映画業界等が約 6 割、百貨店や時計、大

手私鉄業界等が約 7 割の売上高にまで減少していたことである。一方で、販売

費および一般管理費2）は、売上高の減少幅に見合ったコスト削減はできておら

ず、販管費を削減できない宿泊事業を中心とした観光業界においては、感染拡

大の甚大な影響を受けることになった。

　上場企業で宿泊事業を展開する企業の多くは不動産事業を営んでいるが、不

動産事業の安定的な収益は BtoB といわれる対事業賃貸等であり、今回の感染

日から 12 月 31 日までの四半期報告書のデータを用いている。理由としては，

図２で確認できるように 2022 年 01 月-03 月期の宿泊費においては需要側の減

少幅が大きく，1 年間でのデータとしては利用することが困難になっているた

めである。宿泊費に限定すれば，01 月-03 月期を外すことで 2022 年は，2019

年の水準にまで回復したと考えることができるようになる。

図２ 宿泊旅行者の品目別旅行消費額の変化（2022 年／2019 年）
資料）国土交通省観光庁『旅行・観光消費動向調査』をもとに筆者作成
注１）2019 年と 2022 年 1 月～9 月は確報の値。2022 年 10 月から 12 月まで

は速報の値。
注２）2022 年は四半期ごとの値の合計値。
注３）「娯楽等サービス費・その他」の品目を「娯楽等」と表記している。
注４）変化率は，2022 年の品目別旅行消費額を 2019 年の品目別旅行消費額で

除することで算出している。

資料）国土交通省観光庁『旅行・観光消費動向調査』をもとに筆者作成。

注 1 ）2019 年と 2022 年 1 月～ 9 月は確報の値。2022 年 10 月から 12 月までは速報の値。

注 2 ）2022 年は四半期ごとの値の合計値。

注 3 ）「娯楽等サービス費・その他」の品目を「娯楽等」と表記している。

注 4 ）変化率は、2022 年の品目別旅行消費額を 2019 年の品目別旅行消費額で除するこ

とで算出している。

図 2　宿泊旅行者の品目別旅行消費額の変化（2022 年／ 2019 年）
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のような状況でも安定して収益が得られていた。一方で、宿泊事業のような

BtoC といわれる観光客を対象とするビジネスでは、対人接触が必要になるこ

とから影響は甚大であった。ただし、この 2 つの事業は特性が相違していたが

故に、不動産事業が宿泊業界の企業経営への影響を緩和していたことから、資

産規模の大きな企業ほど営業利益への影響が緩和されていた。

　図 3 は、2019 年を基準年にして 2020 年の売上高、営業利益、売上原価、販

管費の増減率を表している。宿泊事業のみを主要事業としているようなセグメ

ント（事業）が少ない企業において、売上高、営業利益への影響は大きく、セ

グメントが多い企業（事業の多角化）においてはその影響は少ない。また、売

上高減少時のコスト削減という視点で考えると、宿泊事業のみを事業展開する

企業では、売上原価は大きく抑制できたが、販管費は抑制することができてい

なかった。このために、売上高の減少がそのまま営業利益の減少になってしまっ

Ａ Ｂ ホ テ ル の ア ク テ ィ ビ テ ィ ・ シ ス テ ム に 着 目 す る こ と に す る 。

図３ 収益減少時のコストの抑制
資 料 ） 加 藤 （ 2022, p.22） の 図 ６ を 引 用 。
注 １ ） 左 か ら 売 上 高 の 増 減 率 が 低 い 順 に 並 べ て い る
注 ２ ） 対 象 の 時 期 は ， 各 企 業 と も 4月 1日 か ら 12月 31日 の 期 間 を 対 象

と し て い る 。
注 ３ ）各 企 業 に よ っ て ，売 上 原 価 や 販 管 費 の 名 称 ，そ の 内 訳 が 違 う 点

は 注 意 が 必 要 で あ る 。
注 ４ ） 鴨 川 グ ラ ン ド ホ テ ル は ， 売 上 原 価 と 販 管 費 が 計 上 さ れ て い な

い た め に 除 外 し て い る 。

資料）加藤（2022, p.22）の図 6 を引用。

注 1 ）左から売上高の増減率が低い順に並べている。

注 2 ）対象の時期は、各企業とも 4 月 1 日から 12 月 31 日の期間を対象としている。

注 3 ）各企業によって、売上原価や販管費の名称、その内訳が違う点は注意が必要である。

注 4 ）鴨川グランドホテルは、売上原価と販管費が計上されていないために除外している。

図 3　収益減少時のコストの抑制
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ていた。ただし、宿泊事業のみを主要事業としているがホテル運営を業務委託

方式としていた企業（AB ホテル）では販管費を抑制できていた。さらに、売

上高の減少幅も少ないため、本稿では外部環境変化に適応していた企業として、

ＡＢホテルのアクティビティ・システムに着目することにする。

3．アクティビティ・システムによる競争優位性の可視化

3.1　宿泊事業におけるアクティビティ・システムと競争優位性の関係

　アクティビティ・システムでは、消費者とサービス提供者との価値創造

（Normann, 1993）の重要性が主張されている。宿泊事業においては、このア

クティビティ・システムが競争の優位性に必要不可欠である。宿泊事業にお

けるアクティビティ・システムの説明や感染拡大前の宿泊特化型ホテルのア

クティビティ・システムの競争優位性の可視化に関しては、既に加藤（2021, 

pp.34-43）において論述されている。本章では、消費者へのサービスの連鎖を

供給者サイドの視点に焦点を当て可視化しているために前述の先行研究をもと

に概説する。

　まず、宿泊市場を企業の競争の 3 類型（Barney, 1986）として分類するとチェ

ンバレン型の競争環境3）となる。この競争環境で各企業の競争優位性を理解す

る有効な戦略論としてリソース・ベースト・ビューが用いられている。リソース・

ベースト・ビューで重要なのは、企業の内部資源（人材、知識、技術等）であ

るが、特に個々の企業活動の複雑で一貫性のあるシステムに焦点を当てたアク

ティビティ・システムによって可視化が可能になる。また、宿泊特化型ホテル

の市場になると低価格で差別化が困難な競争環境になるため、何か 1 つの内部

資源においての差別化は困難になることから、アクティビティ・システムにお

いて競争優位性を説明することは有効な視点である。

　本稿では、外部環境が大きく変化した際にどのような企業戦略が業績を残す

ことができたのかを明らかにすることを目的としている。このため、大きな外
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部環境変化が起きる前に売上高を急成長させてきた、言い換えれば、環境に適

応していた企業の競争優位性を理解しておくことは重要である。次節において

は、宿泊特化型ホテルの代表例として東横インを例にして、その競争優位性を

アクティビティ・システムによって理解する。

3.2 宿泊特化型ホテルのアクティビティ・システムの概略図

　アクティビティ・システムの作図で必要になるのは、高次の戦略テーマとそ

れを実現するための具体的な諸活動を取り上げ、その関係性を表現することで

ある。戦略テーマで重要な点は、経営指標に関わる収益サイドと費用サイドを

中心にして考えると理解が容易になる。宿泊特化型ホテルの代表例、また財務

データが報告されている東横インを対象企業とし、以下の 6 つを高次の戦略

テーマとして設定して作図を試みる。

　■ 6 つの高次の戦略テーマ

①収益性の向上

②シーズナリティの影響の低下

③顧客満足度の維持

④コストの削減 

⑤ノンフリル・サービス4）

⑥人材の確保

　サービス産業特有の③顧客満足度の維持と②シーズナリティの影響の低下

は、①収益性の向上に必要であり、⑤ノンフリル・サービスはコスト削減に必

要である。また、急激に出店していた東横インでは、⑥人材確保も重要な戦略

テーマとして不可欠である。

　上記に着目して、東横インのアクティビティ・システムを作図したのが図 4

である。重視しているのは、③顧客満足度の維持を低価格とアクセス（駅前立地）
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で行い、②シーズナリティの影響の低下が①収益性の向上に影響している。そ

して、⑤ノンフリル・サービスが④コストの削減に強く影響を与えている。③

顧客満足度の維持は、確かに低価格やアクセスの良さがあるため低下しないよ

うにも考えられるが、強く影響しているのは「東横イン」というブランドイメー

ジである。全国展開し低価格であるため既に何度も利用しているリピーターは、

過度なサービスを期待することが無い。最低限のサービスでも良いために客室

数の増加が可能で、リース型経営で全国展開も容易になり、このことが企業の

収益性の向上に影響している。ただし、この急激な拡大路線が人材不足につな

がり、キャッシュレス化、無人チェックイン、事前決済等の店舗業務の簡素化

の必要が生じている。このように、競争の激しい環境下で成長を続ける企業の

資料）加藤（2021, p.43）の図 5 を引用。

注 1 ）濃い色の円：高次の戦略テーマ［6］、薄い色の円：具体的な諸活動［12］。

図 4　東横インのアクティビティ・システムの概略図
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個々の企業活動は、複雑で一貫性のあるシステムによって構築されているが、

図解することによりその関係性をより良く理解することができる。

4．外部環境変化に適応していたアクティビティ・システム

4.1　宿泊サービスの特性とホスピタリティ

　宿泊事業における対面接触によるサービスの重要性は、製品の一部としての

従業員管理として Kotler 等（2003, pp. 38-41）において指摘されている。宿

泊産業では対面接触による従業員のサービス提供のために労働集約的産業とな

り、相対的に臨時雇用者の比率は高くなっている。代表例は東横インのような

宿泊特化型ホテルであり、このホテルでは宿泊施設の増加に伴って臨時雇用者

によって対応している。

　高月・山田（2005）によれば、宿泊産業で重要なホスピタリティはハード・

ウェア（機能的サービス）、ソフト・ウェア（情緒的サービス）、ヒューマン・

ウェア（心情的サービス）の 3 つの要素に分類されている。帝国ホテルのよう

な高品質サービスを提供している宿泊施設は高級ホテルとされ、主に正規雇用

によってホスピタリティの 3 つの要素が高いレベルで提供されている。一方、

宿泊特化型ホテルは、低価格帯で最低限の宿泊というハード・ウェアのみに特

化したサービスのためにホテル間の差別化が困難になっている。このような差

別化が困難な場合には、アクティビティ・システムにおいてその企業の競争優

位性を説明することが有効である。

　

4.2　宿泊を主要事業とする企業の比較分析

　本節では、宿泊事業を主要事業とするABホテル、京都ホテル、ロイヤルホ

テル、帝国ホテル、東横インの 5 つの企業を対象にして、感染拡大による宿泊

需要の減少における影響度を分析する。

　表 1 は、2017 年から 2022 年の 6 年間の各企業の主な経営指標を表したもの
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表 １  2017 年 か ら 2020 年 の 各 企 業 の 主 な 経 営 指 標 と 労 働 生 産 性

資料）各企業の四半期報告書をもとに筆者が作成。
注１）各企業の経営指標の表記は，統一して記載している。
注２）東横イン以外の４つの企業は，4 月 1 日から 12 月 31 日の期間を対象としている。
注３）東横インは有価証券報告書（少額募集等）である。また，4 月 1 日から 3 月 31 日の

期間を対象とし，2022 年はデータが無いため空欄にしている。

2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年
売上高（百万円）

　売上原価（百万円）

　販売費及び一般管理費（百万円）

　　営業利益（百万円）

　　　営業利益率
従業員数（人）

　　　正規雇用率
労働生産性
　労働生産性（平均臨時雇用者を除く）

売上高（百万円）

　売上原価（百万円）

　販売費及び一般管理費（百万円）

　　営業利益（百万円）

　　　営業利益率
従業員数（人）

　　　正規雇用率
労働生産性
　労働生産性（平均臨時雇用者を除く）

売上高（百万円）

　売上原価（百万円）

　販売費及び一般管理費（百万円）

　　営業利益（百万円）

　　　営業利益率
従業員数（人）

　　　正規雇用率
労働生産性
　労働生産性（平均臨時雇用者を除く）

売上高（百万円）

　売上原価（百万円）

　販売費及び一般管理費（百万円）

　　営業利益（百万円）

　　　営業利益率
従業員数（人）

　　　正規雇用率
労働生産性
　労働生産性（平均臨時雇用者を除く）

売上高（百万円）

　売上原価（百万円）

　販売費及び一般管理費（百万円）

　　営業利益（百万円）

　　　営業利益率
従業員数（人）

　　　正規雇用率
労働生産性
　労働生産性（平均臨時雇用者を除く）

ＡＢホテル

京都ホテル

ロイヤルホテル

帝国ホテル

東横イン

表 1　2017 年から 2020 年の各企業の主な経営指標と労働生産性

資料）各企業の四半期報告書をもとに筆者が作成。

注 1 ）各企業の経営指標の表記は、統一して記載している。

注 2 ）東横イン以外の 4 つの企業は、4 月 1 日から 12 月 31 日の期間を対象としている。

注 3 ）東横インは有価証券報告書（少額募集等）である。また、4 月 1 日から 3 月 31 日の

期間を対象とし、2022 年はデータが無いため空欄にしている。
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である。基本的な経営指標である売上高と営業利益においては、AB ホテルを

除く 4 社は感染拡大によって 2020 年、2021 年と 2 年間は非常に大きく減少し

ている。ただし、AB ホテルは 2020 年にわずかに減少したものの、翌年には

回復傾向である。また、第 3 章においても指摘していたが、宿泊需要の減少に

対して売上原価は 4 社ともに削減が可能であったが、販管費において削減幅は

限定的であった。

　次に、労働生産性5）においては、京都ホテル、ロイヤルホテル、そして帝国

ホテルの影響度合いは時系列の傾向では類似であるものの、帝国ホテルの水準

がワンランク高くなっていることが確認できる。一方で、AB ホテルと東横イ

ンでは、労働生産性においては非常に大きな差6）を確認することができる。ま

た、感染拡大による影響に関しては、需要の減少期においては臨時雇用者も含

めた従業員数は減少したものの、政府による全国旅行支援が 2022 年 10 月以降

に開始したことで宿泊への消費額は回復7）し、労働生産性は相対的に感染拡大

以前の水準まで回復した。

　宿泊特化型ホテルに分類される ABホテルと東横インでは、正規雇用率や売

上原価率（販管費率）の特徴が類似している。ただし、営業利益率や労働生産

性に影響する各経営指標に関してはかなりの乖離が生じている。この点に関し

ては、2 つの企業は同じように宿泊に特化するものの、感染拡大という環境変

化の適応度合いやビジネスモデルに違いがあることが考えられる。 

4.3　ABホテルの宿泊事業へのアクティビティ・システムによる可視化

（1）ABホテルの概説とそのビジネスモデルの特徴

　AB ホテルの企業概要8）としては、東祥からの新設会社分割により会社設立

し、その後、店舗数を 17 店舗まで増やしたところで、17 年 12 月に東京証券

取引所 JASDAQ スタンダード及び名古屋証券取引所市場第二部に上場した。

2023 年 6 月 29 日の時点で、本社事業所がある愛知県に 14 店舗、その他の 13

府県に 19 店舗の計 33 店舗を展開中である。立地特性は、観光に特化した地域
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ではなく、駅前や主要インターチェンジ付近などのビジネス客をターゲットに

し、年間 3 店舗、長期的には 100 店舗体制を目指している。

　出店するホテルの標準モデルは「130 室モデル」で、客室数約 130 室、客室

単価約 6,000 円、宿泊稼働率 80% で、年間の売上高経常利益率 35% 以上を確

保するというものである。その高い利益率を達成するために、業務委託方式に

よってホテル運営のランニングコストの削減を実施している。また、元々は建

設会社を営んでいたために建築に関するノウハウが蓄積されており、ホテル建

設の際の初期費用の削減に活かされている。 

　宿泊特化型ホテルとの差別化が困難なようにも思われるが、AB ホテルの認

知度が高まったのは、感染拡大から始まる宿泊需要の激減でも一定の利益を上

げていたことである。次項においては、なぜ急激な環境変化にも適応すること

ができたかを、高次の戦略テーマと具体的な諸活動の関係性から明らかにする。

　

（2）ABホテルのアクティビティ・システムとその競争優位性

　AB ホテルのアクティビティ・システムの関する高次の戦略テーマとそれを

実現するための具体的な諸活動を取り上げ、その関係性を表現する。戦略テー

マで重要な点は、以下の 5 つを高次の戦略テーマとして設定する。

　■ 5 つの高次の戦略テーマ

①単独店舗の経常利益率 35％を出店基準に設定

②ローコストオペレーション

③シーズナリティの影響の低下

④顧客満足度の維持

⑤人材の確保

　AB ホテルのアクティビティ・システムの高次の戦略テーマの中心にあるの

は、単独店舗の経常利益率 35％を出店基準に設定していることである。この
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出店基準こそが、高い営業利益率と労働生産性を実現している。また、宿泊産

業において致命的な宿泊需要の大幅な減衰に対しても適応することが可能で

あった。

　まず、この高い出店基準を可能にするには、②ローコストオペレーションが

必須になる。元々、建設事業を営んでいたために建築に関するノウハウが蓄積

されており、ホテル建設にも十分に反映され、事業用借地による出店方式9）は

初期投資を抑えている。そして、ノンフリル・サービスは室単価約 6,000 円を

実現してしている。この客室単価の低さとともに、夫婦やカップルを条件にし

た業務委託方式10）によって⑤人材を確保し、ランニングコストを抑えること

に成功している。一方で、リピーターを確保するために各 OTA サイト11）の評

価チェックをすることで、④高い顧客満足度を維持している。集客及び販売は、

インターネット経由での販売か自社ウェブサイト経由の直販のため、OTA サ

資料）AB ホテルの有価証券報告、決算説明会資料を参考に筆者作成。

注 1 ）濃い色の円：高次の戦略テーマ［5］、薄い色の円：具体的な諸活動［17］。

図 5　AB ホテルのアクティビティ・システムの概略図
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イトでの口コミ評価の維持・向上を重視している。

　AB ホテルが宿泊需要の大幅な減少に適応できた最も大きな要因は、③シー

ズナリティの影響を意図的に低下させていたことにある。このために、インバ

ウンド需要が急速に増加していた時期にも関わらず、訪日外国人観光客をター

ゲットにしていなかった。また、宿泊特化型で宴会場等の大きなスペースがな

いこともあり、同社は団体客への販売もしていない。元々ターゲットは、出張

等のビジネス客の利用で週末や観光シーズン以外の利用があるため利用客数は

分散され、さらに、自動車利用のビジネス客を主要ターゲットとしていたため

に、感染拡大の時期でも利用率は激減していなかったのである。

　これらの 5 つの高次の戦略テーマと、それを実現するための 17 の具体的な

諸活動は、図 5 に関係性も含めてまとめている。

5．おわりに

5.1　考察と結論

　感染拡大以前の宿泊事業、特に宿泊特化型ホテルは、低価格で高い顧客満足

を獲得していたが、その要因は企業全体で複雑で無駄なく、一貫性のあるアク

ティビティ・システムを構築していたからである。ただし、COVID-19 感染拡

大によって需要側の行動変容が非常に大きく、従前の環境に最も適応していた

かに見えた宿泊特化型ホテルは甚大な影響を受けていた。

　今回の需要の著しい減少という環境変化で重要なことの 1 つは、売上高減少

時のコスト削減という視点である。宿泊事業では、売上高減少時に売上原価は

大きく抑制はできたが、販管費は抑制することができていなかった。このため

に、売上高の減少がそのまま営業利益の減少になっていた。ただし、ホテル運

営を業務委託方式としていた AB ホテルでは、販管費を抑制できていた。

　宿泊特化型ホテルに分類される ABホテルと東横インでは、正規雇用率や売

上原価率（販管費率）の特徴が類似していたが、営業利益率や労働生産性に影
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響する各経営指標に関しては大きな違いがあった。環境変化後でも業績を維持

していた AB ホテルのアクティビティ・システムの高次の戦略テーマの中心

にあるのは、単独店舗の経常利益率 35％を出店基準に設定していることであ

る。この出店基準こそが、高い営業利益率と労働生産性を実現している。また、

AB ホテルが宿泊需要の大幅な減少に適応できた最も大きな要因は、環境の変

化前からシーズナリティの影響を意図的に低下させていたことにある。した

がって、AB ホテルが感染拡大により外部環境が大きく変化したにも関わらず

業績を保つことができた強靭な宿泊事業の競争優位性は 2 つである。まず、出

店基準経常利益率 35％を目標設定として、ローコストオペレーションを実施

することで、平時において既に高い収益性を実現していたこと。次に、宿泊産

業において最も高いリスクであるシーズナリティを回避していたことにある。

この知見に関しては、観光産業のみならず他の産業での企業の競争優位性の理

解に役立つ可能性がある。

5.2　今後の課題

　COVID-19 感染拡大による急激な観光・宿泊需要の減退とその後の全国旅行

支援による旅行消費額の増加、そして感染症対策として一般化した対面接触か

ら非接触という宿泊事業におけるサービス提供の転換によって、宿泊事業の各

企業活動には変化が生じている。各企業の主体的な経営戦略の結果が表れてく

るのは、感染症対策が緩和される 2023 年以降になる。この外部環境の変化に

おける企業活動の再構築の調査に関しては今後の課題としたい。

注

1 ）国土交通省観光庁『旅行・観光消費動向調査』によると、旅行消費額に関しても 2020

年 04 月－ 06 月期において、最も大きな落ち込み（消失）が生じていたことを確認するこ

とができる。
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2 ）以後は、「販売費および一般管理費」を「販管費」と略して表記する。

3 ）差別化された製品・サービスによる競争が所与の条件であり、業界への参入障壁が低い

競争の類型のこと。

4 ）ノンフリル・サービスとは、必要最小限のサービスのこと。

5 ）本稿においては、労働生産性は下記のように簡略化して算出している。

　　　労働生産性＝（売上高 - 売上原価）/ 従業員数

6 ）企業によって売上原価の内訳は違いがあるため注意が必要である。ただし、売上原価率

が似ているために比較は可能であると考えている。

7 ）国土交通省観光庁『旅行・観光消費動向調査（2022 年 10 月-12 月期）』による。

8 ）AB ホテル株式会社の有価証券報告書等の記載をもとにしている。

9 ）土地のみを賃借し、同社が建物を建設し所有する事業用定期借地が、現在の主流の方式

となっている。

10）対象は 25 ～ 50 歳位の人・夫婦（またはカップル）の男女二人で、住み込みが可能な人。

契約 ･ 契約期間・応募者は個人事業主として契約を結ぶ・契約期間は 3 年間。要望により

1 年単位での延長が可能となる。

11）OTA とは、Online Travel Agency の略。インターネット上のみで取引を行う旅行会社

のこと。

参考文献

伊藤邦雄（2021）『企業価値経営』日本経済新聞出版社．

加藤好雄（2021）「顧客の知覚価値を考慮したアクティビティ・システムの考察－宿泊業界

を対象として－」『愛知大学経営総合科学研究所叢書』第 55 巻、pp. 31-47．

加藤好雄（2022）「COVID-19 感染拡大の観光業への影響に関する分析－宿泊事業における

需要減少時の費用削減に着目して－」『愛知大学経営総合科学研究所叢書』第 58 巻、pp. 

13-28．

高月璋介・山田寛（2005）『ホテルのサービス・マーケテイング』柴田書店．

Barney, J. B. （1986） Types of Competition and the Theory of Strategy: Toward an 

Integrative Framework, Academy of Management Review.

Kotler, P., Bowen, J. and Makens, J. （2003） Marketing for Hospitality and Tourism 3th 

Edition, Prentice-Hall（監修－白井義男・訳者－平林祥（2003）『コトラーのホスピタリティ

& ツーリズム・マーケティング第 3 版』ピアソン・エデュケーション．）

Normann, R., and Ramirez, R. （1993） From value chain to value constellation: designing 

interactive strategy, Harvard Business Review. 71 （4）, 65-77.

謝辞

　本稿は、「JSPS 科研費 JP21K17974」の助成を受けた研究成果の一部です。


